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１．業務目的 

本仕様書は、国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（以下「原子力機構」という。）

において利用している Microsoft 365 サービス等の運用に係る業務を受注者に請負わせ

るための仕様を定めたものである。 

本業務は、Microsoft 365 サービス等を効率的かつ円滑に運用するために実施するもの

であり、受注者は各サービス及びこれらを運用するためのプログラム等の構造、取扱方法

等を十分理解し、本業務を実施するものとする。 

なお、本業務は原子力機構における重要システムの運用に係る業務であり、受注者には

高い技術力、十分な実施体制及び高い信頼性を求めるものである。このため、本業務は「総

合評価落札方式」によって受注者を決定する。 

 

２．契約範囲 

 (1)Microsoft 365 サービス等の運用業務 

 (2)作業責任者等としての業務 

 (3)上記に付随する作業で機構との協議により定められた作業 

 

３．対象設備の概要 

本業務の対象となる主なシステムは以下のとおりである。なお、対象サービスやそのラ

イセンス数は変更することがある。 

3.1 対象の Microsoft 365 サービス等 

(1) Microsoft 365 E5 サービス【ライセンス数：7,600】  １式 

(2) Microsoft 365 Copilot【ライセンス数：100】   １式 

(3) Defender Endpoint Server【ライセンス数：950】  １式 

 

４．実施場所 

本仕様に定める業務を実施する場所は、以下のとおりとする。 

(1) 〒319-1195 茨城県那珂郡東海村大字白方 2 番地 4 

  国立研究開発法人 日本原子力研究開発機構 

原子力科学研究所 情報交流棟 [一般施設] 

(2)その他、総括責任者と事前に協議して定めた場所 

(3)業務は、上記(1)～(2)に定める場所で行う。ただし、原子力機構が求める場合には、別

の場所で業務を行うことがある。別の場所で業務を行うことにより発生した出張経費

は、契約書別紙に基づき支払う。 

 

５．実施期日等 

  原子力機構の施設管理、情報管理等を鑑み、本仕様書に定める業務は下記の期間及び

時間で実施することとする。 

ただし、監督員及び総括責任者の双方にて協議により、下記 (1)ただし書きに定める

日又は(2)に定める時間以外の時間（以下、「定常外」という。）において、本仕様の範囲

内の業務を実施することがある。定常外において、６．に定める定常外業務を行うこと
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により発生した経費は、契約書別紙に基づき支払う。 

 

(1) 実施期間 

令和 9 年 4 月 1 日から令和 11 年 3 月 31 日まで。 

ただし、土曜日、日曜日、祝日、年末年始（12 月 29 日～翌年 1 月 3 日まで）、原子

力機構創立記念日（10 月の第 1 金曜日とする。ただし、10 月 1 日が金曜日の場合は、

10 月 8 日とする。）、その他原子力機構が特に指定する日を除く。 

※本業務は、年度単位で実施・完了させる業務を 3 ヶ年契約として契約するもので

ある。 

(2) 標準実施時間 

本業務は、原則として平日 9:00～17:30 の間に行うものとするが、あらかじめ原子力

機構と受注者で協議して変更できるものとする。 

作業前に、原子力機構と受注者で協議して変更できるものとして、変更内容は実施要

領書に定めることとする。 

 

６．業務内容等 

本業務を実施するにあたっては、本仕様書に定める事項の他、各サービスのマニュアル、

サービス提供事業者のナレッジサイト等を十分理解のうえ実施するものとし、受注者は

予め業務の分担、人員配置、スケジュール、実施方法等について、実施要領を定め、原子

力機構の確認を受けるものとする。 

業務内容 作業頻度 

(1) Microsoft365サービス等の運用業務 

1)EntraIDによる認証・ID・アクセス制御サービスに関する運用 

①EntraID アカウント／ロール／ID ライフサイクルに関する管理、

運用 

 ②認証・アクセス制御に関する管理、運用 

 ③利用可能なアプリケーションの管理、運用 

  ④シングルサインオン、IDプロビジョニングに関する管理、運用 

 ⑤各種グループに関する管理、運用 

 ⑥EntraIDに関する利用者相談対応 

1,200 hr/年 

2)SharePoint/OneDriveによるコンテンツ管理サービスに関する運用 

①サイト、ストレージ全般に関する管理、運用 

②サイトストレージの権限に関する管理、運用 

③コンテンツに関する管理、運用 

④ライフサイクルに関する管理、運用 

⑤SharePoint/OneDriveに関する利用者相談対応 

700 hr/年 

3)Teamsによるコミュニケーションサービスに関する運用 

①チーム・チャネルに関する管理、運用 

②メンバー・権限に関する管理、運用 

1000 hr/年 
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③会議環境に関する管理、運用 

④ファイル連携に関する管理、運用 

⑤利用状況に関する管理 

⑥Teamsに関する利用者相談対応 

4)ExchangeOnlineによるメッセージングサービスに関する運用 

①ExchangeOnlineメールボックス、リソースの管理、運用 

②メール配送、経路制御の管理、運用 

③グループ、配信の管理、運用 

④メールセキュリティ対策の管理、運用 

⑤メールログの管理、運用 

⑥情報漏洩対策に関する管理、運用 

⑦会議室、予定表に関する管理、運用 

⑧既存メーリングリストの管理、運用 

⑨システム通知用メールリレーサーバの管理、運用 

⑩メールアドレス関連電子申請システムの管理、運用 

⑪メールアドレス関連ツールの保守、整備 

⑫メールアドレス年度更新対応 

⑬ExchangeOnlineに関する利用者相談対応 

2,000 hr/年 

5)Purviewによるセキュリティサービスに関する運用 

①情報保護、DLP、データライフサイクル管理、eDiscovery等のポリ

シー等に関する管理、運用 

②サービスを用いた脅威検知設定の管理、運用 

③サービスにより検知した情報の監査、保全 

④監査のためのログ情報の管理、運用 

⑤Purviewに関する利用者相談対応 

800 hr/年 

6)Intune/Defener/EDRによるデバイス管理サービスに関する運用 

①Intuneによるデバイスの登録、ポリシー等に関する管理、運用 

②Defender/EDR によるデバイスのセキュリティ対策に関する管理、

運用(発見された脅威への対処含む) 

③Intune によるデバイスへのアプリケーション配布、更新対応に関

する管理、運用 

④Intune/Defender/EDRに関する利用者相談対応 

2,000 hr/年 

7)Copilot/CopilotChatによる生成 AIサービスに関する運用 

①テナント設定の管理、運用 

②エージェントの管理、運用、公開対応 

③使用状況実績の取得、レポート作成 

④Copilot/CopilotChatに関する利用者相談対応 

600 hr/年 

8)その他 

①サービスに関する関連資料の作成 

700 hr/年 
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②サービスに関する利用者向けマニュアル、運用マニュアル作成及び

更新 

③サービス稼働状況の確認 

④サービス等障害時の対応（問い合わせ、関係者への連絡等） 

⑤関連サービスのライセンス管理、運用 

 

(2)作業責任者等としての業務 

1)作業責任者等（作業担当者）の業務を担当し、上記(1)～(3)の作業に

おける管理及び監督を行う。 

1回/月程度 

(3)上記に付随する作業で機構との協議により定められた作業 

1)機構監督員及び総括責任者の協議・調整により決定した業務 

 ・作業計画書、作業報告書 

協議により

定められた

時期 

 

 

 ※定常外業務 

  1)トラブル発生時の対応（各施設において、トラブル等緊急を要する対応が必要となっ

た場合） 

  2)地震等の災害発生時の対応（地震発生時の現場点検、その他災害時の対応） 

 

７．受注者と機構の主な役割分担 

 7.1 定常業務 

業務内容 受注者 原子力機構 

Microsoft365サービス等の運用業務 

1)EntraIDによる認証・ID・アクセス制御サー

ビスに関する運用 

①EntraID アカウント／ロール／ID ライフサ

イクルに関する管理、運用 

②認証・アクセス制御に関する管理、運用 

③利用可能なアプリケーションの管理、運用 

④シングルサインオン、ID プロビジョニング

に関する管理、運用 

⑤各種グループに関する管理、運用 

⑥EntraIDに関する利用者相談対応 

・システムの管

理、運用 

・運用資料の作成 

・業務報告書の作

成 

・利用者対応 

・業務報告書の

確認 

2)SharePoint/OneDriveによるコンテンツ管理

サービスに関する運用 

①サイト、ストレージ全般に関する管理、運用 

②サイトストレージの権限に関する管理、運用 

③コンテンツに関する管理、運用 

・システムの管

理、運用 

・運用資料の作成 

・業務報告書の作

成 

・業務報告書の

確認 
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④ライフサイクルに関する管理、運用 

⑤SharePoint/OneDriveに関する利用者相談対

応 

・利用者対応 

3)Teamsによるコミュニケーションサービスに

関する運用 

①チーム・チャネルに関する管理、運用 

②メンバー・権限に関する管理、運用 

③会議環境に関する管理、運用 

④ファイル連携に関する管理、運用 

⑤利用状況に関する管理 

⑥Teamsに関する利用者相談対応 

・システムの管

理、運用 

・運用資料の作成 

・業務報告書の作

成 

・利用者対応 

・業務報告書の

確認 

4)ExchangeOnline によるメッセージングサー

ビスに関する運用 

①ExchangeOnlineメールボックス、リソースの

管理、運用 

②メール配送、経路制御の管理、運用 

③グループ、配信の管理、運用 

④メールセキュリティ対策の管理、運用 

⑤メールログの管理、運用 

⑥情報漏洩対策に関する管理、運用 

⑦会議室、予定表に関する管理、運用 

⑧既存メーリングリストの管理、運用 

⑨システム通知用メールリレーサーバの管理、

運用 

⑩メールアドレス関連電子申請システムの管

理、運用 

⑪メールアドレス関連ツールの保守、整備 

⑫メールアドレス年度更新対応 

⑬ExchangeOnlineに関する利用者相談対応 

・システムの管

理、運用 

・各種サーバの管

理、運用 

・運用プログラム

等の保守 

・運用資料の作成 

・業務報告書の作

成 

・業務報告書の

確認 

5)Purviewによるセキュリティサービスに関す

る運用 

①情報保護、DLP、データライフサイクル管理、

eDiscovery等のポリシー等に関する管理、運用 

②サービスを用いた脅威検知設定の管理、運用 

③サービスにより検知した情報の監査、保全 

④監査のためのログ情報の管理、運用 

⑤Purviewに関する利用者相談対応 

・システムの管

理、運用 

・運用資料の作成 

・業務報告書の作

成 

・利用者対応 

・業務報告書の

確認 

6)Intune/Defener/EDR によるデバイス管理サ

ービスに関する運用 

・システムの管

理、運用 

・業務報告書の

確認 
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①Intune によるデバイスの登録、ポリシー等

に関する管理、運用 

②Defender/EDR によるデバイスのセキュリテ

ィ対策に関する管理、運用(発見された脅威へ

の対処含む) 

③Intune によるデバイスへのアプリケーショ

ン配布、更新対応に関する管理、運用 

④Intune/Defender/EDRに関する利用者相談対

応 

・運用資料の作成 

・業務報告書の作

成 

・利用者対応 

7)Copilot/CopilotChat による生成 AI サービ

スに関する運用 

①テナント設定の管理、運用 

②エージェントの管理、運用、公開対応 

③使用状況実績の取得、レポート作成 

④Copilot/CopilotChatに関する利用者相談対

応 

・システムの管

理、運用 

・運用資料の作成 

・業務報告書の作

成 

・利用者対応 

・業務報告書の

確認 

8)その他 

①サービスに関する関連資料の作成 

②サービスに関する利用者向けマニュアル、運

用マニュアル作成及び更新 

③サービス稼働状況の確認 

④サービス等障害時の対応（問い合わせ、関係

者への連絡等） 

⑤関連サービスのライセンス管理、運用 

 

・障害対応 

・障害及び保守情

報の把握 

・業務報告書の作

成 

・業務報告書の

確認 

 

 7.2 定常外作業 

業務内容 受注者 原子力機構 

a.トラブル発生時の対応（各施設

において、トラブル等緊急を要す

る対応が必要となった場合） 

・トラブル発生時の対応 

・作業計画書、作業報告

書の作成、提出 

・指示書の作成 

・作業計画書、作業報告

書の確認 

b.地震等の災害発生時の対応（地

震発生時の現場点検、その他災害

時の対応） 

・地震等の災害発生時の

対応 

・点検記録の作成、提出 

・指示書の作成 

・点検記録の確認 

 

８．実施体制及び業務に従事する標準要員数 

  受注者は原子力機構が原子力の研究・開発を行う機関であるため、高い技術力及び信頼

性を社会的に求められていることを認識し、原子力機構の関係法令及び規程等を遵守し

安全性に配慮し業務を遂行しうる能力を有する者を従事させること。 
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 (1)実施体制 

受注者は、業務を確実に実施できる体制をとるとともに、以下に示す体制をとること。 

① 総括責任者及び代理者を選任すること。 

② 総括責任者及び代理者は、次の任務に当たらせること。 

1) 受注者の従事者の労務管理（要員の人員調整を含む）及び作業上の指揮命令 

2) 本契約業務遂行に関する原子力機構との連絡及び調整 

3) 受注者の従事者の規律秩序の保持並びにその他本契約業務の処理に関する事項 

③ 総括責任者は、常時連絡をとれる状態とすること。 

④ ４項「実施場所」に必要な要員を常駐させること。 

⑤ トラブル発生時に迅速な原因究明、復旧の対応がとれる総合的な体制を有している

こと。 

 (2)業務に従事する標準要員数 

  ５名程度注 2 

注２ ４項「実施場所」に常駐して業務を実施する標準要員数の目安。要員の配置に

ついては、受注者の裁量であることから、日々常に業務の完全な履行がなし得るように

適切な役割の要員を配置すること 

なお、 想定する要員クラス等は、「９．業務に必要な資格等」に記載する。 

 

９．業務に必要な資格等 

各業務の従事者は、以下の要件（経験・資格）を有すること。経験年数は、令和 8 年 12

月 31 日現在とし、別紙１の様式で提出すること。 

 (1) 経験 

1) 運用技術者 S（2 名以上注 3） 

① システムの運用統括経験：   １０年以上 

② システムの運用設計、改善提案の責任者経験： ５年以上が望ましい 

 

2) 運用技術者 A（1 名以上注 3） 

① システムの運用設計経験：    ７年以上 

② システムの運用管理経験：    ７年以上が望ましい 

 

3) 運用技術者Ｂ（1 名以上注 3） 

① システムの運用経験：    ５年以上 

② 利用者支援、運用手順管理経験：   ３年以上 

 

4) 運用技術者Ｃ（1 名以上注 3） 

① システムの運用経験：    ２年以上 

② 利用者支援：     ２年以上 

 

  注３ 要員数は参考値（原子力機構の想定値）であることから、受注者の裁量で要員数

を変更する提案が可能である。（例：上記の業務であれば、上位ランク等で補うよう
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な運用技術者 S が 2 名、運用技術者 A が 2 名の合計４名で行うこと等）） 

  (2)資格 

   原子力科学研究所に、作業責任者等認定制度における作業担当者（原子力科学研究所）

の認定を有している者を 1名配置すること。なお、作業責任者認定制度に係る認定者

がいない場合は、機構に受講申請を行い、業務開始までに認定を受けること。 

作業担当者：新規（作業責任者等教育（3時間））、更新（作業責任者等教育（3時間）） 

 

１０．支給品及び貸与品等 

(1) 支給品 

イ．電気、ガス、水 

ロ．事務用品 

ハ．各種用紙 

(2) 貸与品等 

イ．作業室 

ロ．机、椅子 

ハ．ＰＣ、プリンタ、その他情報機器 

ニ．工具類 

ホ．マニュアル及び参考図書 

 

１１．提出書類 

 書類名 指定様式 提出期日 部数 備考 

1 総括責任者届 機構様式 契約後および変更

の都度速やかに 

1 部 総括責任者代理

も含む 

 

2 実施要領書注 4 指定なし  〃 1 部 ※１ 

3 従事者名簿 指定なし  〃 1 部  

4 情報セキュリティに係

る書類 

指定なし  〃 1 部 ※２ 

5 業務日報 指定なし 業務終了時 1 部 ※３ 

6 業務月報 指定なし 翌月 7 日まで 1 部  

7 終了届注 5 機構様式  〃 2 部  

8 業務予定表 指定なし 毎月初め 1 部  

9 その他機構が必要とす

る書類 

   詳細は別途協議 

※１．実施要領書の作成に際しては原子力機構と協議を行うこと。 

※２．上記に加えて、受注者の資本関係・役員の情報、本契約の実施場所、従事者の所属・

専門性（情報セキュリティに係る資格・研修等）・業務経験及び国籍についての情報を記し

た書類をあらかじめ原子力機構に提出すること。 

なお、原子力機構がサプライチェーン・リスクに係る懸念が払拭されないと判断した場合
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には、原子力機構と迅速かつ密接に連携し体制の見直しを図ること。また、提出した内容に

変更が生じた場合は、その都度提出すること。 

※３．業務月報には、業務の実施状況、対象設備の運用状況及び利用者対応状況等を記載

すること。 

注４ 受注者が独自に実施時間、実施体制、人員配置、実施方法等を定めた書類。 

注５ 本仕様書の定めるところに従って毎月の業務が実施されたことを検収（合否の判定）す

るための書類。 

 

 （提出場所）  

 〒319-1195 茨城県那珂郡東海村大字白方 2 番地 4 

システム計算科学センター サイバーセキュリティ統括室 

 

１２．検収方法等 

終了届、業務月報の確認並びに仕様書の定めるところに従って業務が実施されたと原

子力機構が認めたときをもって業務完了とする。 

 

１３．産業財産権等 

産業財産権等の取り扱いについては、別紙２「産業財産権特約条項」に定められたとお

りとする。 

 

１４．本業務開始時及び終了時の業務引継ぎ 

(1) 受注者は、本業務の開始日までに業務が適正かつ円滑に実施できるよう原子力機構の

協力のもと現行業務実施者から必要な業務引継ぎを受けなければならない。なお、原子

力機構は当該業務引継ぎが円滑に実施されるよう、現行業務実施者及び受注者に対し

て必要な措置を講ずるとともに、引継ぎが完了したことを確認する。この場合、業務引

継ぎで現行業務実施者及び受注者に発生した諸経費は、現行実施者及び受注者各々の

負担とする。 

(2) 本業務期間満了の際、次期業務の開始日までに受注者は原子力機構の協力のもと次期

業務実施者に対し、必要な業務引継ぎを行わなければならない。なお、原子力機構は、

当該業務引継ぎが円滑に実施されるよう、受注者及び次期業務実施者に対して必要な

措置を講ずるとともに、引継ぎが完了したことを確認する。この場合、業務引継ぎで受

注者及び次期業務実施者に発生した諸経費は、受注者及び次期業務実施者各々の負担

とする。基本事項説明の詳細は、原子力機構、受注者及び次期業務実施者間で協議のう

え、一定の期間（3 週間目途）を定めて原契約の期間終了日までに実施する。なお、本

業務の受注者が次期業務実施者となる場合には、この限りではない。 

１５．検査員及び監督員 

検査員：システム計算科学センター サイバーセキュリティ統括室長 

監督員：システム計算科学センター サイバーセキュリティ統括室員 

 

１６．技術等の要求要件 
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(1) 事業者の信頼性に関する事項 

 1) 品質マネジメントシステム（ISO9001、JIS_Q9001）の規格の認証を取得しているこ

と、または、同等の品質マネジメント体制を有していること。なお、長期にわたり認

証を取得していることが望ましい。 

 2) 情報セキュリティマネジメントシステム（ISO/IEC27001、JIS_Q27001、ISMS）の規

格の認証を取得していること、または、同等の情報セキュリティ管理体制を有してい

ること。なお、長期にわたり認証を取得していることが望ましい。 

(2) 業務の実施体制に関する事項 

1) 業務責任体制（統括責任者名、総括責任者代理名、業務担当者名、業務担当者の実

績・保有資格、統括責任者と業務担当者の役割分担、原子力機構との連絡体制）を

提示すること。なお、効果的な人員体制となっていることが望ましい。 

2) 専門知識を有する業務担当者を実施体制に組み入れていることが望ましい。 

3) 過去に類似の作業を行った実績があること。または、類似内容の作業に求められ

る知見・技術力を有していることが望ましい。 

イ オンプレミス又はクラウドサービスの運用 

（類似作業の目安：1,000 アカウント以上の情報システムの運用、4,500 アカウン

ト以上のメールシステムの運用） 

(3) サプライチェーン・リスクに関する事項 

1) 情報システムの運用・保守工程において、原子力機構の意図しない変更や機密情報

の窃取等が行われないことを保証する管理が、一貫した品質保証体制の下でなされ

ていること。 

2) 情報システムに原子力機構の意図しない変更が行われるなどの不正が見つかったと

きに、追跡調査や立入検査等、原子力機構と連携して原因を調査し、排除するための

手順及び体制（例えば、運用・保守業務におけるシステムの操作ログや作業履歴等を

記録し、発注先から要求された場合には提出させるようにするなど）を整備している

こと。また、当該手順及び体制が妥当であることを証明するための書類を提出するこ

と。 

3) 受注者は、本業務の遂行における情報セキュリティ対策の履行状況を確認するため

に、原子力機構が情報セキュリティ監査の実施を必要と判断した場合は、原子力機構

が定めた実施内容（監査内容、対象範囲、実施者等）に基づく情報セキュリティ監査

を受け入れること。（原子力機構が別途選定した事業者による監査を含む）。 

4) 受注者は、本業務の全部を一括して、第三者に再委託してはならない。また、受注

業務における総合的な企画及び判断並びに業務遂行管理部分を第三者に再委託し

てはならない。ただし、本契約の適正な履行を確保するために必要な範囲において、

この契約の一部（仕様書に示す業務の主たる部分を除く。）を第三者に再委託（再々

委託以降の委託を含む。以下同じ。）する場合は、受注者は、あらかじめ再委託の

相手方の商号又は名称及び住所並びに再委託する業務の範囲、再委託の必要性につ

いて記載した書面を原子力機構に提出すること。 

5) 前項は、受注者が再委託先を変更する場合その他の事由により、原子力機構から承

認を受けた内容を変更する場合において準用する。 
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6) 再委託を行う場合、受注者は、再委託先の資本関係・役員の情報、本契約の実施場

所、従事者の所属・専門性（情報セキュリティに係る資格・研修等）・業務経験及

び国籍についての情報を記した書類をあらかじめ原子力機構に提出すること。 

7) 受注者は、知的財産権、情報セキュリティ（機密保持を含む。）及びガバナンス等

に関して、本仕様書が定める受注者の責務を再委託先も負うよう、必要な処置を実

施すること。 

(4) ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する指標 

以下のいずれかの認定等があることが望ましい。 

1) 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）に基づく認定

（えるぼし認定企業）を受けていること。又は、一般事業主行動計画策定済（常時

雇用する労働者数が 300 人以下のものに限る。） 

2) 次世代育成支援対策推進法（次世代法）に基づく認定（くるみん認定企業・プラチ

ナ認定企業）を受けていること。 

3) 青少年の雇用の促進等に関する法律（若年雇用促進法）に基づく認定を受けている

こと。 

 

１７．確保されるべき対象業務の質 

本業務は、Microsoft 365 サービス等利用者への継続的かつ安定的なサービスの円滑な

提供に資するものである必要がある。このような観点から「６．業務内容等」に示した業

務内容を実施するに当たり、受注者が確保すべき対象業務の質は次のとおりとする。 

(1) 業務の内容 

「６．業務内容等」に示す運用業務を適切に実施すること。 

(2) システムの可用性 

Microsoft365 サービスについては、システムの運用業務を実施しなければならない

時間に対して、システムが正常に稼働している時間の比（以下「正常稼働率」という。）

は、四半期ごとに 98.0％以上であること。なお、システムの運用業務を実施しなけれ

ばならない時間は、「５．(2)標準実施時間」に記載のとおりとする。ただし、本業務に

起因しないサービス停止時間（故障、障害及び停電等による停止時間）は、システムが

正常に稼働している時間及びシステムの運用業務を実施しなければならない時間から

除外する。 

(3) セキュリティ上の重大障害の件数 

個人情報、施設等に関する情報、その他の契約履行に際し知り得た情報の漏えい件数

は 0 件であること。 

(4) システム運用上の重大障害の件数 

本業務に起因した長時間（24 時間）にわたり正常に稼働できない事態・状況及び保

有するデータの喪失等により、原子力機構の業務に多大な支障が生じるような重大障

害の件数は 0 件であること。 

 

１８．創意工夫の発揮可能性 

本業務を実施するに当たっては、受注者の創意工夫を反映し、サービスの質の向上（包
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括的な質の向上、効率化の向上、経費の削減等）に努めるものとする。受注者は、別紙４

に定める様式により、運用業務の実施全般に係る質の向上の観点から取り組むべき事項

等の提案を行うこととする。 

 

１９．グリーン購入法の推進 

(1) 本契約においては、グリーン購入法（国等による環境物品等の調達の推進等に関する

法律）に適用する環境物品（事務用品、OA 機器等）が発生する場合は、これを採用す

るものとする。 

(2) 本仕様に定める提出図書（納入印刷物）については、グリーン購入法の基本方針に定

める「紙類」の基準を満たしたものであること。 

 

２０．特記事項 

(1) 受注者は業務を実施することにより取得した当該業務及び作業に関する各データ、技

術情報、成果その他すべての資料及び情報を原子力機構の施設外に持ち出して発表もし

くは公開し、または特定の第三者より対価を受け、もしくは無償で提供することはでき

ない。ただし、あらかじめ書面により原子力機構の承認を受けた場合はこの限りではな

い。 

(2) 受注者は業務を実施に当たって、次に掲げる関係法令及び機構規程等を遵守するもの

とし、原子力機構が安全確保の為の指示を行ったときは、その指示に従うものとする。 

① 電気事業法（昭和 39 年 7 月 11 日法律第 170 号） 

② 原子力機構の定める電気工作物保安規程 

③ 労働安全衛生法（昭和 47 年 6 月 8 日法律第 57 号） 

④ 原子力機構が定める安全衛生管理規則 

⑤ 消防法（昭和 23 年 7 月 24 日法律第 186 号） 

⑥ 作業責任者等認定制度 

⑦ その他、原子力機構が定める規則等 

 (3)技術的能力など受注者の技術水準を維持するために社内教育や以下の教育を行うもの

とする。 

 

教育名 実施者 機構による内容確認 備考 

「作業責任者認定制

度」に基づく認定教育

（現場責任者、現場分

任責任者、安全専任管

理者、放射線管理者） 

機構  作業責任者認定証の確認を受

ける。 

業務開始前までに

実施 

 

(4) 受注者は異常事態等が発生した場合、原子力機構の指示に従い行動するものとする。

また、安全衛生上緊急に対処する必要がある事項については指示を行う場合がある。 

(5) 受注者は従事者に関して労基法、労安法、その他法令上の責任及び従事者の規律秩序

及び風紀の維持に関する責任を全て負うものとともに、これらコンプライアンスに関す
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る必要な社内教育を定期的に行うものとする。 

(6) 受注者は善管注意義務を有する貸与品及び支給品のみならず、実施場所にある他の物

品についても、必要なく触れたり、正当な理由なく持ち出さないこと。 

(7) 受注者は原子力機構が原子力の研究・開発を行う機関であるため、高い技術力及び高

い信頼性を社会的にもとめられていることを認識し、原子力機構の関係法令及び規定等

を遵守し安全性に配慮し業務を遂行しうる能力を有する者を従事させること。 

(8) 受注者は原子力機構が伝染性の疾病（新型インフルエンザ等）に対する対策を目的と

して行動計画等の対処方針を定めた場合は、これに協力するものとする。 

(9) 受注者は、本仕様書の各項目に従わないことにより生じた、原子力機構の損害及びそ

の他の損害についてすべての責任を負うものとする。 

(10) 受注者は本業務により作成された著作物に係る著作権その他この著作物の使用、収

益及び処分（複製、翻訳、翻案、変更、譲渡・貸与及び二次的著作物の利用を含む。）に

関する一切の権利は原子力機構に帰属するものとする。ただし、本契約遂行のために使

用する著作物のうち、本契約締結以前から、受注者が所有するものの著作権については、

この限りでない。また、受注者は、原子力機構が指定する者による実施について、著作

者人格権を行使しないものとする。さらに、受注者は、当該著作物の著作者が受注者以

外の者であるときは、当該著作者が著作者人格権を行使しないように必要な措置をとる

ものとする。 

(11) 受注者は、本業務に係わる機器の保全について責任を負うものとする。ただし、原

子力機構の責任に帰する事項についてはこの限りでない。 

(12) 受注者は、本業務を行うにあたり、対象設備及びその付属設備並びに関連ソフトウ

ェアについて善良な管理者の注意をもって管理を行うこと。 

(13) 受注者は原子力機構が定める情報セキュリティポリシーを遵守すること。 

(14) 本業務で必要となる受注者にて準備する機器等がある場合には、あらかじめ原子力

機構に機器等リストを提出し、原子力機構がサプライチェーン・リスクに係る懸念が払

拭されないと判断した場合には、代替品選定やリスク低減対策等、原子力機構と迅速か

つ密接に連携し機器の見直しを図ること。 

(15) その他仕様書に定めのない事項については、原子力機構と協議のうえ決定する。 

 

以上 
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別紙１ 

Microsoft 365 サービス等の運用業務 要員経歴書 

 

氏名：○○ ○○ 要員種別：運用技術者 S 

 

 作 業 件 名 作業期間 
作業 

月数 

業務に必要な資格等 

システム運用統括 システムの運用設計 システムの改善提案 

1 例）△△社 システム運用統括業務 H27.4.1～H30.3.31 36 36   

2 例) ●●社 システム運用統括業務 H30.4.1～R2.3.31 24 24   

3 
例) ▲▲機構 システム運用統括、運用設計・改善提案

責任者業務 

R2.4.1～R4.3.31 24 24 24 24 

4 
例) ▲▲研究所 システム運用統括、運用設計・改善提

案責任者業務 

R4.4.1～R8.12.31 45 45 45 45 

5       

6       

7       

8       

 合 計 （経験月数）  129 129 69 69 

記入上の注意事項 1) 経験年数は令和 8年 12月 31日現在とする 

2) これまでの各作業において、実際に「要求資格要件」に該当する作業を実施（経験）した月数のみを経験年数（月数）とする 
3) 実際に「要求資格要件」に該当する作業を実施していない期間は経験年数に加算しない 
4) これまでの各作業において、該当する（実際に作業をした）「要求資格要件」の欄にその作業の「作業月数」を記入し、その合計を経験年数とする 

5) 作業月数は、平行して複数の作業を実施している場合は、それらの比率をかけること （各人の１年間の作業月数の合計は１２ヶ月） 
ただし、作業管理は除く 

6) 要員交代等にて経歴書に変更が生じた際は、随時、差し替えを提出すること。 
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別紙２ 

 

産業財産権特約条項 

 

「受注者（以下、「乙」という。）」が単独で行った発明等の産業財産権の帰属） 

第１条 乙は、本契約に関して、乙が単独でなした発明又は考案（以下「発明等」という。）

に対する特許権、実用新案権又は意匠権（以下「特許権等」という。）を取得する場合は、

単独で出願できるものとする。ただし、出願するときはあらかじめ出願に際して提出すべ

き書類の写しを添えて国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（以下「甲」と総称する。）

に通知するものとする。 

 

（乙が単独で行った発明等の特許権等の譲渡等） 

第２条 乙は、乙が前条の特許権等を甲以外の第三者に譲渡又は実施許諾する場合には、本

特約条項の各条項の規定の適用に支障を与えないよう当該第三者と約定しなければなら

ない。 

 

（乙が単独で行った発明等の特許権等の実施許諾） 

第３条 甲は、第 1 条の発明等に対する特許権等を無償で自ら試験又は研究のために実施

することができる。甲が甲のために乙以外の第三者に製作させ、又は業務を代行する第三

者に再実施権を許諾する場合は、乙の承諾を得た上で許諾するものとし、その実施条件等

は甲、乙協議の上決定する。 

 

（甲及び乙が共同で行った発明等の特許権等の帰属及び管理） 

第４条 甲及び乙は、本契約に関して共同でなした発明等に対する特許権等を取得する場

合は、共同出願契約を締結し、共同で出願するものとし、出願のための費用は、甲、乙の

持分に比例して負担するものとする。 

 

（甲及び乙が共同で行った発明等の特許権等の実施） 

第５条 甲は、共同で行った発明等を試験又は研究以外の目的に実施しないものとする。た

だし、甲は甲のために乙以外の第三者に製作させ、又は業務を代行する第三者に実施許諾

する場合は、無償にて当該第三者に実施許諾することができるものとする。 

２ 乙が前項の発明等について自ら商業的実施をするときは、甲が自ら商業的実施をしな

いことにかんがみ、乙の商業的実施の計画を勘案し、事前に実施料等について甲、乙協議

の上、別途実施契約を締結するものとする。 

 

（秘密の保持） 

第６条 甲及び乙は、第１条及び第４条の発明等の内容を出願により内容が公開される日

まで他に漏洩してはならない。ただし、あらかじめ書面により出願を行った者の了解を得

た場合はこの限りではない。 
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（委任・下請負） 

第７条 乙は、本契約の全部又は一部を第三者に委任し、又は請け負わせた場合においては、

その第三者に対して、本特約条項の各条項の規定を準用するものとし、乙はこのために必

要な措置を講じなければならない。 

２ 乙は、前項の当該第三者が本特約条項に定める事項に違反した場合には、甲に対し全て

の責任を負うものとする。 

 

（協議） 

第８条 第１条及び第４条の場合において、単独若しくは共同の区別又は共同の範囲等に

ついて疑義が生じたときは、甲、乙協議して定めるものとする。 

 

（有効期間） 

第９条 本特約条項の有効期限は、本契約締結の日から当該特許権等の消滅する日までと

する。 
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 別紙３ 

 

運用業務の改善に係る提案書 

 

 

提案者 

 

 

 

 

提案日 

 

 

 

提案項目 

 

（該当に○印） 

１．システム可用性の向上 

２．セキュリティ上の重大障害対策 

３．システム運用上の重大障害対策 

４．利用者の利用満足度向上 

５．その他 

 

件名 

 

 

 

 

内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 

 

 

 

 

 

 

 



1 

参考１ 

 

対象設備のハードウェア及びソフトウェア一覧表 

 

１．Microsoft 365 サービス関連の機器等 

№ 品名 機種・品番 数量 備考 

1 Microsoft 365 サービス － 1 式 ＊ 

2 電子メール関連システム － 1 式 ＊ 

     

     

     

     

     

     

     

  

※留意事項 

備考欄が「＊」の機器等は、詳細が情報セキュリティ上の重要情報であるので、民間事

業者からの依頼により情報開示を行う。 

 


